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この2年という期間は、エネルギー事業者にとっての分岐点でした。
少し前までは公共政策や消費者動向、市場構造、ひいては社会的傾向
の方向性が一致しておらず、将来についての議論の多くが負のスパイ
ラルに陥ってしまうような状況でした。こうした中、エネルギー効率
の向上と競争の激化、さらには分散型再生可能エネルギーの発展など
の要因で、エネルギー事業者が成長していく道は完全に閉ざされたと
する悲観的な予測さえありました。確かに、これから進む道には難問
が立ちはだかっています。その一方で、試練を機会と捉える進歩的な
エネルギー事業者も出現しています。現在では再生可能エネルギー
の拡大や電気自動車（EV）の普及が進み、新しいエネルギーソリュー
ションが定着し、エネルギーの新たな展望が開けるにつれ、時価総額
が石油・ガスのメジャーをしのぐ事例も見られるようになりました。

今後エネルギー事業者が直面するのは、公共政策と消費者動向と社会
的傾向が一致し、産業やテクノロジーによる破壊的創造が加わってさ
らに勢いが増す新たな10年です。ここで「エネルギー事業者」という
言葉を使う理由は、消費者を引き付け、価値を獲得しようとしている
事業者が従来の公益企業だけではないためです。つまり、小売電気事
業者や自治体の公益事業体、アグリゲーター、分散型太陽光発電事業

者、投資家および政府が所有する公益事業体、新規参入企業からなる
多様なグループなど全てがエネルギー事業者です。

今後の10年は、いわゆるエネルギーの時代であり、今行動を起こす企
業には大きなチャンスが広がっています。新型コロナウイルス感染症
（COVID-19）の世界的流行からの回復を目指す景気刺激策によって
投資は増えており、消費者や従業員の嗜好（しこう）も劇的に変化し
ている今は、現状を打破するチャンスです。

再生可能エネルギーへの移行の活発化は、変革と成長のための基盤で
す。現在のメディアや業界の議論の焦点は、インフラ、デジタルテク
ノロジー、新たなデバイスに関するものがほとんどです。しかしなが
ら、エネルギー市場の再編成と並び、消費者にも変化が生じています。
エネルギーの利用者はエネルギーに対してより積極的な姿勢を見せ、
世の中の事情に精通し、割高であっても新しいエネルギーソリュー
ションを購入する意欲の高まりを見せている状況です。エネルギー事
業者がこうした変化を捉えるには、エネルギーの移行の中で消費者と
の関係を結び直し、行動やエネルギー利用の変化をサポートし、その
中で価値を創造していくことが必要です。

はじめに
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今回の調査のねらいは、消費者のニーズ・価値観・期待の
変化、ならびに新しいエネルギー商品・サービスに対する
消費者の関心を把握することです。次世代の顧客体験を
明らかにし、今後の成長と持続可能な長期的価値の形成が
可能になるよう、エネルギー事業者の戦略およびオペレー
ション上の優先事項を決める際の判断材料を提供すること
を目的としています。

世界17カ国から多様性に配慮して抽出した18歳以上の住
宅用エネルギー消費者3万4,000人を対象に調査を実施し
ました。幅広い消費者の視点を取り入れるため、料金を支
払っているかどうかにかかわらず、あらゆる年代層・所得
レベルの人を抽出して調査対象としました。

調査について
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エネルギーに関して言えば、消費者にはさまざまな価値観や好みがあ
りますが、今やいくつもの多様なセグメントにまたがった新しいタイ
プの消費者が現れつつあります。エネルギーの移行が進むにつれ、さ
まざまな新しいエネルギー商品やサービスを採用する消費者は増加
し、これら商品やサービスの多くはエネルギー事業者と顧客のこれま
での関係性を根本から変えることになります。市場やテクノロジーや
社会の変化に押され、今まで受動的だったエネルギー利用者は、より
積極的で能動的な「オムニシューマー（omnisumer）」という新たな
存在へと変貌を遂げるでしょう。オムニシューマーとは、多数の場所、
ソリューション、事業者にまたがるダイナミックなエネルギーエコシ
ステムに参加する人たちのことです。

オムニシューマーのエネルギーとの関わり方はこれまでと根本的に
異なります。中心にあるのは、自分たちの家や車や地域社会のみな
らず、より広範な社会的目標と密接に関連した新しいエネルギー源
とテクノロジーを使用したいという欲求です。今回の調査対象のう
ち92%は自宅に新しいエネルギー商品またはサービスが最低1つは

オムニシューマーの
台頭

の消費者が新しい 
エネルギー商品または 
サービスを最低1つ 
利用していると回答1

92%

あると回答しています。また86%は自家発電に興味があると回答（Z
世代やミレニアル世代になると数字はさらに増加）しており、25%が
EVを検討中、13%が今後3年以内に蓄電池を設置することを検討中
と回答しています。こうしたデータから分かるように、新たに出現し
ているオムニシューマーの特徴は「多対多（many-to-many）」という
関係で表現できます。オムニシューマーはさまざまなエネルギーとの
関わりを持ち、複数の事業者・商品・チャネルを利用しています。そ
れらが重なり合いながら、それぞれの顧客独自のエコシステムを形成
しています。

重要なポイント
未来のエネルギー消費者は、複数の場所やデバイ
スや事業者にまたがって、エネルギーの生産・消
費・移動・保管・管理・取引といったいくつもの
関わりを持つようになります。そうした複雑な状
況下では、消費者はエネルギー事業者に対して、
シンプルでありながらも高度なエンド・ツー・エ
ンドのソリューションや、複数のエネルギーパー
トナーにまたがる統合されたエクスペリエンスを
望むようになります。市場で勝利を収めるのは、
シンプルかつ成熟したエコシステムを迅速に構築
し、オムニシューマーに提供できるエネルギー事
業者でしょう。
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興味がある人の割合（年代別）

18～24歳

25～34歳

35～44歳

45～54歳

55～64歳

65歳以上

90%
93%

92%

87%

81%

68%

の消費者が自家発電に興味を示している
86%

自家発電にどの程度興味がありますか
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サステナビリティを重視して支出しているものの、大半の消費者はサ
ステナビリティとは何かを十分には理解していません。市場全体で
は、84%の消費者が購入の判断時にサステナビリティを重視すると答
え、80%が生産過程の環境への影響について企業は開示するべきだと
回答しています2。一方、「ネットゼロ（炭素排出量実質ゼロ）」や「カー
ボンニュートラル」といった用語を十分に理解していると答えている
のはわずか3分の1程度で、「サステナビリティ」の意味を知っている
と自信を持って答えた人は半数をわずかに上回る程度でした。今後、
エネルギー事業者のサステナビリティに対する注目が高まっていく
中で、特定の価値観に訴えかけられるような、固有性の高いバリュー
プロポジションの構築が必要になるでしょう。

サステナビリティ・ 
プラス

消費者が新しいエネルギー商品やサービスに大きな関心を寄せるの
は、そのメリットとしてお金の節約、時間の節約、環境への配慮とい
う三大要素がそろっているときです。現在の利用者が購入にあたって
最も重要な要素としたのはコスト（53%）ですが、環境への影響（47%）
と利便性（34%）も重要視されています。これらは今後3年以内に購入
を検討している消費者にとってはさらに重要な要素となり、コストを
重要視する回答者は67%、環境への影響が51%、利便性が36%とな
りました。新しいエネルギー商品やサービスに対して幅広く支持を得
るには、サステナビリティだけでは不十分です。エネルギー事業者は
個々の消費者が持つコスト、環境負荷、利便性といった購買に対する
価値観に合わせて対応していかなければなりません。

重要なポイント
消費者がサステナビリティに注目していると一口
に言っても、その裏にある動機にはそれぞれ微妙
な違いがあります。エネルギー事業者は消費者に
サステナビリティへの関心を訴えることで関係性
を強め、成長し、自身のサステナビリティ目標の達
成を目指しやすい有利な立ち位置にあります。し
かし、1つの方法だけで万事がうまくいくわけで
はありません。事業者から発するメッセージやソ
リューションには、顧客それぞれの心の奥にある
動機に対する理解と、それに合ったアプローチが
求められます。エネルギー事業者は、顧客理解を
深め、業界専門用語の排除などを含んだ人間中心
のアプローチを取ることによって、消費者が理解
し高く評価するようなコンセプトが生まれ、それ
を通してより良いつながりを築くことができるで
しょう。
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53% 67% 34% 36% 47%

現在の利用者 将来の利用者

コストを下げること 生活が
便利になること

環境への負荷を
減らすこと

51%

次に示す用語をどの程度理解していますか

現在および将来、新しいエネルギー商品やサービスの購入を決める際に 
最も重要な要素は何ですか

53%

の消費者が「サステナビリティ」
という用語を十分に 
理解していると回答

36%

の消費者が「カーボン 
ニュートラル」という用語を
十分に理解していると回答

の消費者が「ネットゼロ」 
という用語を十分に 
理解していると回答

31%
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新型コロナウイルス感染症の世界的な大流行は私たちの働き方や暮
らし方の劇的な変化を加速させました。その中で、個人事業主のよう
な形で働く在宅顧客という新たなセグメントも生み出しました。「EY 
2021 Work Reimagined Employee Survey（2021年働き方改革
に関する従業員調査）」によれば、従業員の90%が勤務場所や勤務時
間に柔軟性を求めていることが分かりました3。今回の調査でも、顧
客の20%が定期的に在宅ワークや在宅学習を行っていると回答して
います。こうした働き方の変化は、エネルギー消費に対して今までよ
りも非常に積極的で敏感な消費者セグメントの拡大をもたらしてい

在宅ワーカー
ます。事実、在宅ワークをしていると答えた消費者の64%が月に最低
一度はエネルギー消費量をチェック（平均より12%高い）しており、
70%がエネルギー効率の高いソリューションに関心を持っている（平
均より8％高い）と回答しています。

多くの企業が長期に及ぶフレキシブルな働き方を整備したり、オフィ
スの全廃に踏み切ったりする中、以前にも増してエネルギーに依存し
敏感で関心を持っている在宅顧客という新しいセグメントは無視で
きない存在であり、このまま定着していくと思われます。

重要なポイント
エネルギー事業者は、突如として顧客のおよそ5
分の1を占める、エネルギー消費に対して以前よ
りも非常に敏感な顧客を抱えることとなりまし
た。海外においては、これまでは見過ごしてきた
ような局地的なサービス停止や電力品質の問題
は、今後のオンラインでの会議や授業が一般化す
る生活では大きな支障を生じることになります。
一日の中のさまざまな時間帯でエネルギー消費量
が増えれば請求額も上がり、消費者は自分の使用
状況にもっと目を向けるようになるでしょう。こ
の風潮は日本でも既に高まりつつあります。エネ
ルギー事業者はこうした新たな顧客への理解を深
め、在宅ワーカー向けの料金設定やエネルギーソ
リューションに積極的に取り組むことで、顧客と
の関係を一段高いところへ進めることができるで
しょう。
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のエネルギー消費者が在宅ワーク（在宅学習）と回答
20%20%

在宅ワーク（在宅学習）ですか

の在宅ワーカーが最低月に一度はエネルギー消費量をチェックしている
64%64%

自分のエネルギー消費量をどのくらいの頻度でチェックしていますか
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消費者のデジタル利用は順調に伸び、新たな領域へと進んでいます。
大多数の消費者は今、エネルギー事業者との主だったやり取り10項
目のうち8項目についてデジタルチャネルの方がよいと回答していま
す。デジタルチャネル利用の方が満足度は高くなる傾向にあり、非デ
ジタルよりも使いやすいというのが消費者の回答です。年齢層の高い
消費者のデジタル利用率が低かったかつての情報格差（デジタルデバ
イド）は姿を消し、今や逆転現象さえ見られます。エネルギー事業者
とのやり取りについては、若い消費者よりも年齢層の高い消費者の方
がデジタルチャネルを使う傾向にあります。過去1年間にエネルギー
事業者とやり取りした消費者のうち、ベビーブーム世代の67%がデ
ジタルチャネルを使用したと回答する一方、Z世代は56%でした。ま
た、若い年齢層の消費者のデジタル利用にはギャップも見受けられ
ます。平均では、37%の消費者がエネルギー事業者のデジタルサービ

デジタルが 
前提

スを信用していないと回答していますが、Z世代になるとこの数字は
50%に上昇します。デジタル利用に関する消費者の障壁は解消され
たとはいえ、顧客のデジタル体験を向上させる余地はまだ十分にある
ようです。消費者の3分の2近く（62%）は、エネルギー事業者のデジ
タルサービスを利用していて困ったことがあると回答しています。

しかし消費者は何から何までいつもデジタルを望んでいるわけでは
ありません。クレームの報告、サービス停止や緊急時の対応、問題の
解決といった状況においては、デジタルではないチャネルを好む傾向
にあります。同様に、エネルギー事業者のデジタルサービス利用中に
問題が発生したときは、31%はウェブサイトのclick-to-call（クリッ
クして発信する機能）で担当者と話したいと回答し、20%はカスタ
マーセンターに電話すると回答しています。

重要なポイント
消費者が生み出した新たなエネルギー事業者との
やり取りの形を要約するとすれば「テクノロジー
を望むときはテクノロジーに、そうでないときは
ヒトに対応してもらう」となるでしょう。デジタ
ルの実現は明らかに重点的に取り組むべき分野で
あり、顧客からすればまだ不足している可能性の
ある部分もある状態ですが、ヒトによる対応との
シームレスな統合も今後の多様なエンゲージメン
トの在り方の1つです。エネルギー事業者にとっ
てみれば、洗練されたカスタマージャーニーを構
築し、コストとサービス、販売機会、顧客の手間と
のバランスを取るためには顧客理解と管理能力を
持つことは不可欠なプロセスとなるでしょう。ま
た今後は、カスタマーセンターの運用モデルや人
材、ツール、トレーニングも進化させる必要があ
り、顧客対応や販売スキル、顧客の身になって問題
を解決できる能力を備えた顧客重視型の人材育成
も求められるでしょう。
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消費者の半数以上がデジタルチャネルを望んでいるのは、
エネルギー事業者とのやり取り10項目のうち8項目に上った

どちらがよいか

77%

消費量の定期的チェック

23%

71%

商品やサービスの調査

29%

非デジタルデジタル

69%

検針

31%

68%

支払い

32%

58%

サービスの開始／引っ越し

42%

55%

工事の日程調整

45%

54%

購入

46%

53%

クレーム報告

47%

48%

サービス停止／緊急時の通報

52%

47%

問題の対処

53%

デジタル：ウェブサイト、モバイルアプリ、ウェブチャット、eメール
非デジタル：コールセンター、支店店舗
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エネルギーが一層パーソナライズでき、選択肢が増え、管理できる幅
が広くなることを消費者が望むようになると、エネルギー体験は根本
からつくりかえられることになるでしょう。ほとんどの場合、消費者
にとって事業者との接点は、エネルギー消費量を記した1～2カ月に
一度届く請求書です。ただ、この請求書の形式に疑問を持ち始めた消
費者が増えています。世界全体で見れば、消費者の42%がもっと柔軟
で管理しやすい前払い式、または都度払い式を好むようです。請求方
法や支払い方法、料金設定、チャネル、テクノロジー、商品・サービス
など、あらゆる面で選択肢が用意されたエネルギー体験を自身で管理
することを望んでいるのです。

自分のエネルギーは
自身で管理

エネルギー消費者と事業者の関係性の変化は今後も進むとみられま
す。2020年の時点で、世界の人口の最も大きなポーションをミレニ
アル世代とZ世代が占めるようになりました。この世代の嗜好は、そ
の親や祖父母の世代とは全く異なるものです。エネルギーへの関心が
高く、週に一度エネルギー消費状況をチェックしている人がおよそ2
倍で、前払いや都度払いの方式を強く希望しています。若い世代の消
費者は、複数の事業者を利用しさまざまなプリペイド式サービスにも
慣れており、そうした方式の特徴である支出を管理できる点や支払い
が便利である点がよいと考えているようです。

重要なポイント
消費者の嗜好の劇的な変化やエネルギーへの関心
の高まりは、とりわけZ世代やミレニアル世代に
見られており、エネルギー事業者はエネルギー体
験の基本を見直す時期に来ているといえます。そ
の中には、料金設定や請求・支払い方法、契約時
のオプションなど、契約の基本部分の見直しも含
まれます。都度払いの支払い方法は今後のエネル
ギー体験の一端を担い、複数の事業者を活用する
エネルギーのオムニシューマーを後押しする主要
素となるでしょう。消費者にシンプルな形で選択
肢を提供できるようにするために必要になるの
は、より柔軟なテクノロジーソリューションや新
たなデジタルエンゲージメントのプラットフォー
ム、またオプションのパッケージ化です。エネル
ギー消費者の新たな世代が求めるのは透明性と柔
軟性と管理機能を備えたさまざまな選択肢なので
す。今こそ創造性を発揮しましょう。
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前払い／都度払いがよいと回答した人の割合（年齢別）

週に最低一度はチェックすると回答した人の割合（年齢別）

後払い
50%

前払い／
都度払い

42%

9% 14% 18%

27%

33% 32%

51%

49%

45%

42%

38%

35%

18～24歳

25～34歳

35～44歳

45～54歳

55～64歳

65歳以上

18～24歳

25～34歳

35～44歳

45～54歳

55～64歳

65歳以上

エネルギー料金をどのように支払いたいですか

どのくらいの頻度で自分のエネルギー消費量をチェックしていますか
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サステナビリティへの期待の高まりは、消費者のエネルギー事業者へ
のこの分野での要求水準が高くなり、それに応えられない場合は信用
や満足度やロイヤルティに影響が出ることを意味します。消費者のほ
ぼ3分の2（65%）は、エネルギー事業者や水道事業者を検討する際
にサステナビリティを重要視していると答えており、この数字は各種
家庭向けサービス事業者の中で最も高い数字です。そしてエネルギー
体験に関するさまざまな点を検討するとき、消費者の64%がサステ
ナブルな商品・サービスを「正しく」理解することが重要だと回答し
ています。その一方で、現在の商品・サービスのサステナビリティに
満足しているのは54%にすぎません。プラス面としては、36%はサス
テナブルなエネルギーソリューションを割高になっても購入したい
と回答している点です。

グリーンエネルギー
への期待

消費者はパーパス・ステートメントやPRだけでは満足しないこと
も明白でしょう。消費者が求めているのは目に見える行動です。エ
ネルギー事業者がサステナビリティへの取り組みを行動で示すには
何をすべきかとの問いに、さまざまなソリューションや業務への期
待が挙げられました。例えば、新しいエネルギー商品やサービスの
提供（52%）、地域のサステナビリティに関するプログラムへの支援
（50%）、グリーンなエネルギーソリューションの提供（50%）、環境に
優しい車両の活用（27%）などです。

重要なポイント
サステナビリティに関して、エネルギー事業者は
明らかに高い水準を達成することが求められてい
ます。環境に配慮したソリューションや料金設定、
エネルギー効率化事業をすでに展開している事業
者はいるものの、消費者の多くは満足していませ
ん。事業者に対して、より進んだサステナブルな
商品・サービスの提供や地域社会への貢献をはじ
め調達やサプライチェーン、事業活動、建物や施
設、車両、業務プロセスなど企業全体として行動す
ることを求めています。サステナビリティへの取
り組みを具体的に示すことで、事業者は企業パー
パスやブランドプロミス、商品・サービス、業務プ
ロセスの整合性を示すことができ、環境に関心を
持つ消費者が増加している状況の中、真の差別化
を図ることができます。
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サービス事業者を選ぶ上で、サステナビリティはどの程度重要ですか

エネルギー
水道

住宅・家電のメンテナンス
モバイル／通信
宅配サービス

ホームセキュリティの監視
銀行

エンターテインメント
保険

47%
49%
49%

52%
53%

53%56%

65%
65%

エネルギー事業者がサステナビリティへの取り組みを行動で示すには 
何をする必要がありますか

新しいエネルギー商品・サービスの提供

エネルギー効率化事業の支援

地域のサステナビリティプログラムへの支援

グリーンなエネルギー料金設定／ソリューションの提供

ペーパーレスなデジタル支援の提供

サステナビリティに関する国際プログラムの支援

天然ガス自動車や電気自動車といった車両の活用

27%

38%

40%

50%
50%

52%
52%
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再生可能エネルギーの普及やエネルギーインフラの構築、EVの普及
が進む中、エネルギー事業者にとってそれら変化のスピードが鈍る気
配は全くありません。EYの調査によれば、エネルギー消費者における
変化についても同じように急速に進んでいます。消費者の生活におい
てデジタルの活用やサステナビリティへの期待、エネルギーの重要性
は高まっており、顧客エンゲージメントの潜在的な範囲や規模を変容
させつつあるのです。

こうした大きな変化の渦中で、複雑性が急激に高まっているにもかか
わらず、エネルギー事業者は業務の簡素化と顧客体験の向上に取り組
まねばなりません。半面、目の前には大きなチャンスも広がっていま

す。顧客との新たな関係を元にして大きく飛躍するための土台を築く
チャンスなのです。競争は今も続いている状況ですが、消費者にとっ
てエネルギー事業者は依然として良いポジションにあるようです。そ
の理由として、新しいエネルギー商品・サービスの購入を考えるとき、
消費者の50%は既存のエネルギー事業者に目を向けるだろうと回答
していることが挙げられます。こうした有利な立ち位置を生かすに
は、新しい業務モデルやテクノロジー、パートナーシップ、人材によっ
て機敏性を高めなければなりません。コロナ禍で学んだことがあると
すれば、私たちは思っていたよりもより迅速に行動でき、より創造性
を発揮し、より素早く適応できるということです。

グリーン化よりも 
速い動きで
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17As consumers lead the way, how can energy providers light the path?  |

未来のエネルギー体験を今創造する

エネルギー消費者の変わりゆくニーズや期待に応えるのは容易では
ありませんが、何もしないという選択肢はありません。顧客を中心に
据えながらエネルギーの移行をどう進めていくのか、エネルギー事業
者にはその方針を定めるまたとない機会が訪れています。EYでは、以
下に示す6つの戦略的重要課題を定義しました。これらはエネルギー
事業者にとって、長期的価値の創造と最終的にはコスト削減、成長の
促進、サステナビリティの機会の創出、さらには満足度の向上の鍵と
なるでしょう。

1.  エフォートレス・エンゲージメント：顧客のニーズと価値を先取
りするため、顧客インサイトに根差したシームレスなカスタマー
ジャーニーを設計・提供することで、顧客への価値の最大化、選
択肢の拡大、デジタルコマースの実現を図る

2.  オペレーションのアジリティ：ビジネスプロセスや技術力、業務
のやり方を最適化・簡素化し、アナリティクスやロボットによる
自動化、高度な運用モデルを活用することで、オペレーションの
一貫性・即応性・柔軟性を向上する

3.  デジタルの可能性：テクノロジーによって世代間の情報格差（デ
ジタルデバイド）の扉を開く。そのテクノロジーとは、最高の顧客
体験を提供し、労働生産性を最適化し、データやプライバシーを
保護するとともに、幅広い請求方法や顧客関係管理、デジタルお
よび分析機能を高いコスト効率で提供できるものである

4.  変化に適応できる人材：従業員を巻き込み、ビジネストランス
フォーメーションの中心に据える。チェンジマネジメント、スキ
ルアップ、リモートワークや柔軟な働き方モデルなどにおける革
新的なアプローチにより従業員エンゲージメントや業務パフォー
マンスの向上を図る

5.  革新的な成長：これまでにない革新的な価値提案により、ますま
す多様化するエネルギー顧客の新たなニーズにアピールするとと
もに差別化を図り、戦略的なパートナーシップを構築し、新たな
収益を創出することで収益性の高い経営と規模の拡大を行う

6.  サステナブルな企業：長期的価値を創造するとともに、未来の世
代のために健全な社会・経済・環境を守る新たな商品・サービス
や業務のやり方を採用して、組織全体をエンド・ツー・エンドで
変革する

EYのカスタマーエクスペリエンス・トランスフォーメーションのプ
ロフェッショナルには、エネルギー事業者と手を組み、顧客体験の戦
略策定・設計やデジタルトランスフォーメーション、顧客エンゲージ
メントプラットフォームの導入、従業員のチェンジマネジメント、サ
ステナビリティを見据えた成長戦略に取り組んできた豊富な経験が
あります。エネルギー事業者が革新的なテクノロジーとアジャイルな
業務体制を存分に生かせるよう支援に力を入れており、人材育成や多
様化する顧客への訴求力の向上、長期的価値の創出を実現できるよう
サポートします。

EYができること
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EY | Building a better working world

EYは、「Building a better working world（より良い社
会の構築を目指して）」をパーパスとしています。クライア
ント、人々、そして社会のために長期的価値を創出し、資
本市場における信頼の構築に貢献します。

150カ国以上に展開する EYのチームは、データとテクノ
ロジーの実現により信頼を提供し、クライアントの成長、変
革および事業を支援します。

アシュアランス、コンサルティング、法務、ストラテジー、
税務およびトランザクションの全サービスを通して、世界
が直面する複雑な問題に対し優れた課題提起（better 
question）をすることで、新たな解決策を導きます。

EYとは、アーンスト・アンド・ヤング・グローバル・リミテッドのグローバルネッ
トワークであり、単体、もしくは複数のメンバーファームを指し、各メンバー
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より個人情報の主体が有する権利については、ey.com/privacyをご確認くだ
さい。EYのメンバーファームは、現地の法令により禁止されている場合、法務
サービスを提供することはありません。EYについて詳しくは、ey.comをご覧
ください。
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